
 １

宮城県後期高齢者医療広域連合訓令甲第２号（平成１９年３月２８日） 

事務決裁規程 

（趣旨） 

第１条 この訓令は，別に定めるもののほか，広域連合長の権限に属する事務の決裁

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この訓令において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 決裁 広域連合長及び専決する権限を有する者がその権限に属する事務の処理

について最終的に意思決定をすることをいう。 

⑵ 専決 広域連合長の権限に属する事務を常時広域連合長に代わって決裁するこ

とをいう。 

⑶ 代決 広域連合長及び専決する権限を有する者が不在のとき，あらかじめ定め

られた範囲内において一時その者に代わって決裁することをいう。 

 （決裁の原則） 

第３条 すべて事務は，広域連合長の決裁を経て処理しなければならない。ただし，

事務局長及び事務局次長が専決できる事務（以下「専決事項」という。）について

は，この限りでない。 

（専決事項） 

第４条 事務局長及び事務局次長の専決事項は，別表第１及び別表第２のとおりとす

る。 

（専決の制限） 

第５条 事務の内容が次の各号に掲げるものについては，前条の規定にかかわらず，

専決することができない。 

⑴ 異例であり又は前例になると認められるもの 
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⑵ 紛議論争のあるもの又はその素因となるおそれのあるもの 

⑶ 特に重要であり，専決することが不適当と認められるもの 

（広域連合長の決裁すべき事務の代決） 

第６条 広域連合長が不在のときは，副広域連合長が広域連合長の決裁すべき事務を

代決することができる。 

２ 広域連合長及び副広域連合長がともに不在のときは，事務局長が広域連合長の決

裁すべき事務を代決することができる。 

（専決事項の代決） 

第７条 事務局長が不在のときは，事務局次長が事務局長の専決事項に限り代決する

ことができる。 

２ 事務局次長が不在のときは，総務課長が事務局次長の専決事項に限り代決するこ

とができる。 

（代決の制限） 

第８条 前２条の代決は，事務の内容が次の各号に掲げるものでなければすることが

できない。 

 ⑴ あらかじめ処理の方針が示されたもの 

 ⑵ 緊急に処理する必要があるもの 

 ⑶ 比較的軽易なもの又は定例的なもの 

（後閲） 

第９条 第５条又は第６条の規定により代決した事務で特に必要と認められるもの

は，速やかに上司の後閲を受けなければならない。 

附 則 

この訓令は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年９月２８日訓令甲第９号） 

この訓令は，平成１９年１０月１日から施行する。 
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附 則（平成２０年３月３１日訓令甲第３号) 

この訓令は，平成２０年４月１日から施行する。 
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別表第１ 事務局長の専決事項（第４条関係） 

    （平成１９年９月・平成２０年３月・一部改正） 

⑴ 職員に関する次のこと。 
イ 職員の事務分担の決定 
ロ 職員の週休日の指定及び勤務時間の割振り並びに週休日の振替及び休日の代休日の指定
ハ 職員の旅行命令（事務局次長の専決事項に係るものを除く。）及び職員の旅行の復命の
受理 
ニ 職員の時間外勤務，休日勤務及び夜間勤務の命令（事務局次長の専決事項に係るものを
除く。） 
ホ 職員の年次有給休暇及び特別休暇の届出の受理又は承認（事務局次長の専決事項に係る
ものを除く。） 
ヘ 職員の病気休暇及び介護休暇の承認 
ト 職員の職務に専念する義務の免除の承認 
チ 職員の営利企業等の従事の許可 
リ 育児休業の承認 
⑵ 臨時職員の任免 
⑶ 行政文書等に関する次のこと。 
イ 定例的又は軽易なものの公示及び公表 
ロ 通知，申請，届け，報告，照会，回答等の受理及び提出 
ハ 不服申立て等の受理 
ニ 宮城県後期高齢者医療広域連合情報公開条例（平成１９年宮城県後期高齢者医療広域連
合条例第１８号）第６条に規定する開示決定等 

⑷ 宮城県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例（平成１９年宮城県後期高齢者医療広域
連合条例第１９号）の施行に関する次のこと。 
イ 個人情報の開示等の決定（第２１条） 
ロ 個人情報の訂正等の決定（第３０条） 
ハ 個人情報の利用停止等の決定（第３６条） 
⑸ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の施行に関する次のこと。
イ 被保険者の認定並びに資格の取得及び喪失の届出の受理並びに被保険者証の交付及び返
還の請求（第５０条及び第５４条） 
ロ 被保険者の適用除外該当者の登録（第５１条） 
ハ 住所地特例該当者の登録（第５５条） 
ニ 後期高齢者医療給付の支給の決定（第４章第３節） 
ホ 第三者行為による損害賠償の請求（第５８条第１項） 
ヘ 不正利得の徴収及び命令（第５９条第１項） 
ト 一部負担金の負担区分の判定（第６７条第１項） 
チ 一部負担金の減額．免除及び徴収の猶予の決定（第６９条第１項） 
リ 保険料の賦課の決定（第１０４条第２項及び第３項） 
ヌ 保険料の徴収の猶予及び減免の決定（第１１１条） 
⑹ 国庫補助金等の交付申請，請求及び実績報告 
⑺ １件１０万円未満の寄附の受納 
⑻ 収入調定及び納入通知 
⑼ １件１，０００万円未満の工事又は製造に係る事案の決定 
⑽ 前号に掲げるもののほか，１件５００万円未満の支出を伴う事案の決定（旅行命令及び事
務局次長の専決事項に係るものを除く。） 
⑾ 支出を伴う事案の決定に係る契約の締結その他の支出負担行為及び支出命令（事務局次長
の専決事項に係るものを除く。） 
⑿ 予算の流用及び予備費の充用 
⒀ 前各号に掲げるもののほか，方針の確定している事務事業の執行に関することその他専決
することが適当と認められるもの 
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別表第２ 事務局次長の専決事項（第４条関係） 

    （平成２０年３月・一部改正） 

⑴ 職員に関する次のこと。 

 イ 職員（課長以下の職にある者に限る。以下同じ。）の旅行命令 

 ロ 職員の時間外勤務，休日勤務及び夜間勤務の命令 

 ハ 職員の年次有給休暇及び特別休暇の届出の受理又は承認 

⑵ 職員の旅行命令に係る支出負担行為及び支出命令 

⑶ １件１０万円未満の物品の購入に係る事案の決定 

⑷ １件１０万円未満の支出を伴う役務の調達等に係る事案の決定 

⑸ 支出を伴う事案の決定（旅行命令に係るものを除く。）に係る１件１０万円未満の契約の

締結その他の支出負担行為及び１件１０万円未満の支出命令 

⑹ 公用車に係る運転命令及び報告の徴収 

⑺ 自家用自動車の使用の承認 

 


